
住民基本台帳ネットワークシステムに関する長野県の動き 
 

 

年月日 内          容 

14.8.5 住基ネット 1次稼働開始 

14.12.4 第 1 回本人確認情報保護審議会開催 

15.5.28 
審議会が第 1次報告を県に提出 【第 6回本人確認情報保護審議会】 

（県は住基ネットを離脱すべき） 

15.6.15 

～7.25 
県内 8ヵ所で審議会委員による住基ネット説明会を実施 

15.8.5 住基ネットのセキュリティに関する長野県と総務省との公開討論会 

15.8.15 

知事会見において長野県の今後の方針を発表 
 

① インターネット接続団体における侵入実験の実施 

② インターネットに接続している 22 自治体への対応 

③ 県外のインターネット接続団体からの侵入の危険への対応 

④ （財）地方自治情報センターへの委任事務の再検証  

15.8.19 

審議会がより安全な住基ネットを提案 【第 9回本人確認情報保護審議会】 
 

① インターネットとの物理的接続解消 

② 県独自のネットワークの構築 

③ 共同センターの設置 

④ （財）地方自治情報センターへの委任事務の再検証 

15.8.25 
住基ネット 2次稼働開始 

（住基カードの交付、住民票の写しの広域交付等 2次サービスを開始） 

15.9.22 

～ 11.28 
県内 3町村で住基ネットに係る市町村ネットワークの脆弱性調査（侵入実験）を実施 

15.12.16 知事会見において脆弱性調査の速報を公表 

16.2.29 脆弱性調査の最終結果公表 【第 12 回本人確認情報保護審議会】 

16.3.3 脆弱性調査結果に関する市町村説明会開催 

16.3.5 旅券事務における住基ネット利用についてセキュリティ対策の検討開始（佐藤委員） 

16.6.29 住基ネットについての長野県の基本的な考え方公表 

16.7.14 

知事県政レポート（第 15 号）で住基ネットについての基本的な考え方を説明 

「住基ネットにつきましては、今後とも個人情報の保護に最大限の配慮をしながら、よ

り安全に運営されるよう対応してまいりたいと考えております。」 

16.8.11 第 13 回審議会において旅券事務における住基ネット利用について審議 

16.10.31 第 14 回審議会において旅券事務における住基ネット利用について審議 

16.12. 2 第 15 回審議会 2 年間の活動を総括 

17.1 旅券における住基ネット利用を当面見合わせることを決定 

17.1～ 住基ネットの高速情報通信ネットワークへの集約・移行方法の具体策を検討 

17.4 「住基ネットの安全性について」（県市長会への回答）を県ホームページに掲載 


